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本月報に関する照会は、日本銀行政策委員会室（03-3277-3680〈直通〉）までお寄せください。

※　日本銀行はインターネットによる情報提供を行っており、日本銀行
　作成の最新の論文や金融・経済データのほか、日本銀行の概要などを
　ご覧頂けます。
　・ホームページアドレス　http://www.boj.or.jp/
※　本月報の内容について、商用目的で転載・複製を行う場合（引用は

　含まれません）は、予め日本銀行政策委員会室までご相談ください。

　　引用・転載・複製を行う場合は、出所を明記してください。

本月報は古紙を含有する用紙を使用しています。
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1令和2年3月　第845号

1．政策委員会委員の就任

　令和2年3月26日、安
あ だ ち

達 誠
せ い じ

司が政策委員会審議委員に就任した注）。

安達 誠司  新審議委員の紹介

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　昭和40年7月4日生
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　出身地　福岡県

平成 元年　3月 東京大学経済学部卒業
　4月 大和証券（株）

7年　3月 （株）大和総研
13年　1月 富士投信投資顧問（株）

　6月 クレディ スイス ファースト ボストン証券会社 東京支店
16年 10月 ドイツ証券会社東京支店
25年　1月 丸三証券（株）

　3月 　　〃　　　 調査部 経済調査部長
26年　3月 一橋大学大学院国際企業戦略研究科修士課程修了

令和 2年　3月26日 日本銀行政策委員会審議委員

注）　令和2年3月25日に原田泰審議委員が任期満了により退任しました。
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２．議決事項

（１）金融政策決定会合関係�

◆金融市場調節方針の決定に関する件（3月16日）

　本委員会は、令和2年3月16日の金融政策決定会合において、次回金融政策決
定会合までの金融市場調節方針を下記のとおりとすることを決定した。

記

1.�　日本銀行当座預金のうち政策金利残高に▲0.1％のマイナス金利を適用する。

2.�　10年物国債金利がゼロ％程度で推移するよう、長期国債の買入れを行う。
その際、金利は、経済・物価情勢等に応じて上下にある程度変動しうるもの
とし、買入れ額については、保有残高の増加額年間約80兆円をめどとしつつ、
弾力的な買入れを実施する。
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◆資産買入れ方針の決定に関する件（3月16日）

　本委員会は、令和2年3月16日の金融政策決定会合において、長期国債以外の
資産の買入れについて、下記のとおりとすることを決定した。

記

1.�　ETFおよびJ-REITについて、保有残高が、それぞれ年間約6兆円、年間約
900億円に相当するペースで増加するよう買入れを行う。その際、資産価格の
プレミアムへの働きかけを適切に行う観点から、市場の状況に応じて、買入
れ額は上下に変動しうるものとする。なお、当面は、それぞれ年間約12兆円、
年間約1,800億円に相当する残高増加ペースを上限に、積極的な買入れを行う。

2.�　CP等、社債等については、それぞれ約2.2兆円、約3.2兆円の残高を維持する。
これに加え、2020年9月末までの間、それぞれ1兆円の残高を上限に、追加の
買入れを行う。

3.�　上記1.に関し、日本銀行法（平成9年法律第89号）第43条第1項ただし書き
および同法第61条の2の規定に基づき、別紙1.および別紙2.のとおり財務大臣
および金融庁長官に認可を申請する注1）。

注1）　3月16日に認可を申請し、3月17日、認可を取得しました。
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◆「新型コロナウイルス感染症にかかる企業金融支援特別オペ
レーション基本要領」の制定等の決定に関する件（3月16日）

　本委員会は、令和2年3月16日の金融政策決定会合において、新型コロナウイ
ルス感染症の拡大による経済活動への影響を踏まえ、適切な金融調節の実施を
通じて、企業金融の円滑確保に万全を期すとともに、金融市場の安定を維持す
る観点から、下記の諸措置を講ずることを決定した注2）。

記

1.�　「新型コロナウイルス感染症にかかる企業金融支援特別オペレーション基本
要領」を別紙1.のとおり制定すること。

2.�　「補完当座預金制度基本要領」（平成28年1月29日決定）を別紙2.のとおり一
部改正すること。

注2）　基本要領等については、インターネット・ホームページをご参照ください。
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◆「新型感染症拡大の影響を踏まえた金融緩和の強化について」
の公表に関する件（3月16日）

　本委員会は、令和2年3月16日の金融政策決定会合において、新型感染症拡大
の影響を踏まえた金融緩和の強化について別紙のとおり公表することを決定し
た。
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◆「被災地金融機関を支援するための資金供給オペレーション基
本要領」の一部改正等に関する件（3月16日）

　本委員会は、令和2年3月16日の金融政策決定会合において、復旧・復興に向
けた被災地金融機関の取り組みへの支援をより安定的に継続する観点から、下
記の諸措置を講ずることを決定した注3）。

記

1.�　「被災地金融機関を支援するための資金供給オペレーション基本要領」（平
成23年4月28日決定）を別紙1.のとおり一部改正すること。

2.�　「平成二十八年熊本地震にかかる被災地金融機関を支援するための資金供給
オペレーション基本要領」（平成28年4月28日決定）を別紙2.のとおり一部改
正すること。

3.�　「被災地金融機関を支援するための資金供給オペレーション基本要領」を別
紙3.のとおり制定すること。

4.�　「補完当座預金制度基本要領」（平成28年1月29日決定）を別紙4.のとおり一
部改正すること。

5.�　「「共通担保資金供給オペレーション基本要領」等の特則に関する件」（平成
28年1月29日決定）を別紙5.のとおり一部改正すること。

注3）　基本要領等については、インターネット・ホームページをご参照ください。
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◆金融政策決定会合の議事要旨（2020年1月20、21日開催分）に
関する件（3月16日）

　本委員会は、令和2年3月16日の金融政策決定会合において、金融政策決定会
合の議事要旨（2020年1月20、21日開催分）注4）を承認した。

注4）　インターネット・ホームページをご参照ください（3月19日公表）。
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◆「2020年度の考査の実施方針等について」に関する件（3月13
日）

　本委員会は、令和2年3月13日、2020年度の考査の実施に関する重要事項とし
て「2020年度の考査の実施方針等について」を別紙のとおり定め、対外公表す
ることを決定した。

（２）通常会合関係�

◆タイ中央銀行との間の外国為替の売買に係る取極の締結等に関
する件（2月14日）

　本委員会は、令和2年2月14日、タイ中央銀行との間の外国為替の売買に係る
取極の締結等に関して決定した注5）。

注5）　インターネット・ホームページをご参照ください（3月31日公表）。
注6）�　本件は、本委員会で2月中に決定したものですが、財務大臣による任命後に発刊さ

れる月報に掲載する扱いとしました。

◆参与の推薦に関する件（2月18日）

　本委員会は、令和2年2月18日、日本銀行法第23条第4項の規定に基づき、財務
大臣に対し、三毛 兼承 氏を参与に推薦することを決定した注6）（4月1日、財務
大臣より任命）。
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◆第136回事業年度（令和2年度）経費予算の作成等に関する件
（3月17日）

　本委員会は、令和2年3月17日、第136回事業年度（令和2年度）経費予算の作
成等について、別紙のとおり決定した。

20-03-393　49_2-5経費予算.indd   49 2020/04/13   15:54:51



50 日本銀行政策委員会月報

20-03-393　49_2-5経費予算.indd   50 2020/04/13   15:54:51



51令和2年3月　第845号

50

20-03-393　49_2-5経費予算.indd   51 2020/04/13   15:54:51



52 日本銀行政策委員会月報

◆2020年度不動産その他の重要な財産の取得または処分に関す
る件（3月24日）

　本委員会は、令和2年3月24日、2020年度不動産その他の重要な財産の取得ま
たは処分に関し決定した。

◆政策委員会月報（令和2年2月）に関する件（3月24日）

　本委員会は、令和2年3月24日、政策委員会月報（令和2年2月）を承認した。

◆議長の職務を代理する者の決定に関する件（3月27日）

　本委員会は、令和2年3月27日、日本銀行法第16条第5項の規定に基づき、政策
委員会議長 黒田東彦委員に事故がある場合に議長の職務を代理する者および代
理する場合の順位を以下のとおりとすることを決定した。

布野　幸利  委員　　第三順位
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◆2020年度における中期経営計画（2019～2023年度）に関連し
た事項に関する件（3月27日）

　本委員会は、令和2年3月27日、2020年度の定員（常勤職員数の最高限度）を
4,900人とすることを決定した。
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３．報告事項

●金融広報中央委員会の最近の活動報告（情報サービス局）

●�金融機関の業務運営動向とリスクの状況に関する定例報告（金融
機構局）
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